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雇用障害者数、実雇用率ともに前年を下回る 

雇用障害者数 4,629.0 人（前年比 0.8％減） 

実雇用率 2.60％（前年比 0.01 ポイント低下） 

～令和３年６月１日現在の障害者雇用状況の集計結果～ 
 

山口労働局（局長 村井
む ら い

 完也
か ん や

）では、民間企業や公的機関における、令和 3 年の

「障害者雇用状況」集計結果を取りまとめたので公表します。 

障害者雇用促進法では、事業主に対して、常用労働者の一定割合（法定雇用率：民間

企業の場合は 2.3％）以上の障害者を雇うことを義務付けています。 

今回の集計結果は、同法に基づき、毎年 6 月 1 日現在の身体障害者、知的障害者、

精神障害者の雇用状況について、雇用義務のある事業主に報告を求め、それを集計し

たものです。 

令和 3 年 3 月 1 日に法定雇用率が 0.1 ポイント引き上げられたことから、引き続き

法定雇用率達成に向けた指導を行うとともに、障害者雇用の拡大や職場定着のための

指導、支援を関係機関と連携して実施してまいります。 

 

【集計結果の主なポイント】 

１ 民間企業（法定雇用率2.3％） ※（ ）は前年の値 

・ 実雇用率 2.60%（2.61%）、前年比0.01ポイント低下 

・ 雇用障害者数 4,629.0人（4,666.5人）、前年比0.8%減 

・ 法定雇用率達成企業の割合は56.3%（58.6%）、前年比2.3ポイント低下 

２ 公的機関（法定雇用率2.6％、都道府県などの教育委員会は2.5％） 

・ 山 口 県：実雇用率 2.77%（2.67%）、雇用障害者数 106.5人（102.5人） 

・ 山口県警察本部：実雇用率 3.25%（2.63%）、雇用障害者数  17.0人（14.0人） 

・ 山口県教育委員会：実雇用率 2.35%（2.37%）、雇用障害者数 203.0人（206.0人） 

・ 市 町 等：実雇用率 2.72%（2.53%）、雇用障害者数 475.5人（437.5人） 

３ 地方独立行政法人など（法定雇用率2.6％） 

・ 実雇用率 2.36%（2.36%）、雇用障害者数 41.0人（40.5人） 
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１ 民間企業における雇用状況 
 

 

 
 

○ 民間企業（県内に本社を有する常用労働者数 43.5 人以上規模の企業：976 社）

に雇用されている障害者数は、4,629.0 人で前年より 37.5 人減少した。 

○ 実雇用率は、2.60％で前年より 0.01 ポイント低下した。 

○ 法定雇用率達成企業の割合は、56.3％で前年より 2.3 ポイント低下した。 

 

 

    
○ 前年と比較した実雇用率が上昇した企業規模は以下のとおり。 

・ 100 人～299.5 人規模企業（2.14％→2.17％） 

・ 300 人～499.5 人規模企業（2.19％→2.29％） 

・ 1000 人以上規模企業（3.37％→3.38％） 

 

○ 前年と比較した実雇用率が低下した企業規模は以下のとおり。 

・ 43.5 人～99.5 人規模企業（2.30％→2.18％） 

・  500 人～999.5 人規模企業（2.36％→2.19％）                         

 

 

 
○ 前年と比較した実雇用率が上昇した産業は以下のとおり。 

・ 建設業（1.31％→1.67％） 

・  製造業（2.27％→2.32％） 

・ 運輸業、情報通信業（1.76％→1.86％） 

・ 卸売・小売業（1.82％→1.84％） 

・ 金融・保険業、不動産業（2.06％→2.12％） 

 

○ 前年と比較した実雇用率が低下した産業は以下のとおり。 

 ・ 飲食・宿泊業（2.15％→2.10％） 

・ 医療・福祉業（2.82％→2.62％） 

   ・  教育・学習支援業、複合サービス事業、サービス業（3.59％→3.56％） 

実雇用率は 2.60％【表 1、表 2】 

企業規模別の実雇用率は 100 人～299.5 人規模、300 人～499.5 人規模、1000 人

以上規模企業で上昇【表 3】 

産業別の実雇用率は「建設業」、「製造業」、「運輸業・情報通信業」、「卸売・小売

業」、「金融・保険業、不動産業」で上昇【表 4】 

障害者雇用状況報告の集計結果の概要 
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・ その他（2.24％→1.98％） 

 

                  

                                   

 
２ 山口県の各機関の状況 
 

 

 
 

○ 山口県知事部局に在職している障害者数は 106.5 人で前年より 4.0 人増加、実

雇用率は 2.77％で前年より 0.1 ポイント上昇した。 

○ 山口県警察本部に在職している障害者数は 17.0 人で前年より 3.0 人増加、実

雇用率は 3.25％で 0.62 ポイント上昇した。 

○ 山口県教育委員会に在職している障害者数は 203.0 人で前年より 3.0 人減少、

実雇用率は 2.35％で前年より 0.02 ポイント低下した。                           

 

 

 

３ 市町の各機関の状況 
 

    
○ 市町の機関に在職している障害者数は 475.5 人で前年より 38.0 人増加、実雇 

用率は 2.72％で前年より 0.19 ポイント増加した。  

 

※市町の各機関のうち未達成であった 7機関のうち 4機関は、令和 3年 12 月 1 日まで 

に達成済み。      

 

 

 

４ 地方独立行政法人等の状況 
            

 

○ 地方独立行政法人等に雇用されている障害者数は 41.0 人で前年より 0.5 人増

加、実雇用率は 2.36％で前年同数であった。 

 

 ※地方独立行政法人のうち未達成であった 2 機関は、令和 3 年 12 月 1 日までに達成済

み。 

 

 

山口県の機関は、3機関中 2機関が法定雇用率を達成【表 5、表 6，表 7】 

山口県内の市町の機関は、27 機関中 20 機関(※)が法定雇用率を達成【表

8、9】 

山口県内の地方独立行政法人等は、6 法人中 4 法人(※)が法定雇用率を達成【表

10、表 11】 
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